
1 重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし。

（2）固定資産の減価償却方法

定額法により計上している。なお、主な耐用年数は次のとおりである。

①有形固定資産

  車両運搬具 6年

  付属備品 4年～20年

②無形固定資産

　ソフトウェア 5年

（3）引当金の計上基準

①退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務要支給額を計上している。

②賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式により計上している。

2 会計方針の変更

該当なし。

3 基本財産及び特定資産の増減及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

0 0 0 0

 財政調整基金積立金 1,100,980,000 182,202,000 182,583,000 1,100,599,000

 減価償却引当資産 948,091,000 136,510,000 128,982,000 955,619,000

 電算処理システム導入作業経費積立資産 82,695,000 25,128,000 27,586,000 80,237,000

542,000,000 532,118,000 542,000,000 532,118,000

1,936,267 0 1,936,258 9

231,488 0 231,486 2

2,675,933,755 875,958,000 883,318,744 2,668,573,011

2,675,933,755 875,958,000 883,318,744 2,668,573,011

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

0 0 0 0

0 0 0 0

 財政調整基金積立金 1,100,599,000 0 (1,100,599,000) ―

 減価償却引当資産 955,619,000 0 (955,619,000) ―

 電算処理システム導入作業経費積立資産 80,237,000 0 (80,237,000) ―

532,118,000 0 (532,118,000) ―

9 (9) 0 ―

2 (2) 0 ―

2,668,573,011 (11) (2,668,573,000) (0)

2,668,573,011 (11) (2,668,573,000) (0)
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5 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 建物 1,800,400 1,067,349 733,051

 構築物 976,500 976,499 1

 車両運搬具 4,598,610 3,498,213 1,100,397

 什器備品（特定資産） 38,142,047 38,142,038 9

 什器備品（その他） 865,332,336 725,440,741 139,891,595

  ソフトウェア（特定資産） 30,289,520 30,289,518 2

  ソフトウェア（その他） 612,512,302 433,129,175 179,383,127

 敷金 247,500 128,000 119,500

1,553,899,215 1,232,671,533 321,227,682

6 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし。

7 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位:円)

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

厚生労働省 2,167,752 0 2,167,744 8 指定正味財産

熊本県 1 0 0 1 指定正味財産

市町村 2 0 0 2 指定正味財産

2,167,755 0 2,167,744 11

8 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

(単位:円)

債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

 未収金 167,445,310 0 167,445,310

未収診療報酬等 52,100,592,021 0 52,100,592,021

52,268,037,331 0 52,268,037,331

9 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

(単位:円)

経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額 2,167,744

2,167,744

国庫補助金

合　　　　　　　　　　計

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は次のとおりである。

地方公共団体補助金

一般負担金
その他負担金

科　　　　　　　　　　目

補助金等の名称

合　　　計

合　　　　　　　　　　計

金　　　　　　　額内　　　　　　　　　　容

合　　　　　　　　　　計

科　　　　　　　　　　目


